
その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第一小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

柴崎町２－２０－３

2

1年未満

0

□■ 1年度分11,125.14 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 180

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 349

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 351

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

76,128.9 45.00

□ L 152.0 36.70

3,425.8 0.0136 170.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

5.6 0.0185 0.4

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

178.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 365,039.0 9.76 3,562.8 0.4890

3,318.0 0.2660

6,994.2

3,950.0

0.9

1.6

kWh

m3

349.7

0.4000

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第二小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

曙町３－２３－１

1

1年未満

0

□■ 1年度分6,924.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 75

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 150

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 152

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

21.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

19,953.7 45.00

□ L 0.0 36.70

897.9 0.0136 44.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 5,700.0 39.10 222.9 0.0189 15.4

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

90.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 184,019.0 9.76 1,796.0 0.4890

3,907.0 0.2660

2,916.8

3,907.0

1.0

1.6

kWh

m3

150.2

0.4000

2.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第三小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

錦町３－４－１

2

1年未満

0

□■ 1年度分6,224.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 71

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 142

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 146

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

22.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

22,347.6 45.00

□ L 0.0 36.70

1,005.6 0.0136 50.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 4,700.0 39.10 183.8 0.0189 12.7

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

79.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 162,014.0 9.76 1,581.3 0.4890

6,539.0 0.2660

2,770.7

6,539.0

1.7

2.6

kWh

m3

142.1

0.4000

4.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第四小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

0

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

富士見町４－４－１

1

1年未満

0

□■ 1年度分6,404.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 64

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 129

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 134

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

19,780.7 45.00

□ L 0.0 36.70

890.1 0.0136 44.4

□ kg 0.4 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 5,250.0 39.10 205.3 0.0189 14.2

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

70.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 144,663.0 9.76 1,411.9 0.4890

8,588.0 0.2660

2,507.3

8,588.0

2.3

3.4

kWh

m3

129.4

0.4000

5.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第五小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

1

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

高松町１－１２－２５

1

1年未満

0

□■ 1年度分6,998.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 116

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 226

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 229

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

32.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

31,170.7 45.00

□ L 0.0 36.70

1,402.7 0.0136 69.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

156.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 320,843.0 9.76 3,131.4 0.4890

5,796.0 0.2660

4,534.1

5,796.0

1.5

2.3

kWh

m3

226.8

0.4000

3.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第六小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

羽衣町２－２９－２２

2

1年未満

0

□■ 1年度分6,085.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 84

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 163

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 166

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

19,928.6 45.00

□ L 80.0 36.70

896.8 0.0136 44.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

2.9 0.0185 0.2

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

118.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 242,351.0 9.76 2,365.3 0.4890

4,830.0 0.2660

3,265.1

4,830.0

1.3

1.9

kWh

m3

163.4

0.4000

3.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第七小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

錦町５－６－４３

2

1年未満

0

□■ 1年度分4,804.50 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 51

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 99

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 100

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

19,741.0 45.00

□ L 0.0 36.70

888.3 0.0136 44.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

55.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 112,977.0 9.76 1,102.7 0.4890

2,874.0 0.2660

1,991.0

2,874.0

0.8

1.1

kWh

m3

99.5

0.4000

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第八小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

幸町２－１－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分7,995.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 98

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 190

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 192

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

23.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

27,003.5 45.00

□ L 0.0 36.70

1,215.2 0.0136 60.6

□ kg 46.7 50.80 2.4 0.0161 0.1

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

129.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 264,550.0 9.76 2,582.0 0.4890

3,843.0 0.2660

3,799.5

3,843.0

1.0

1.5

kWh

m3

190.1

0.4000

2.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第九小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

上砂町２－１８－１

3

1年未満

0

□■ 1年度分6,420.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 120

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 233

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 235

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

36.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

26,975.5 45.00

□ L 0.0 36.70

1,213.9 0.0136 60.5

□ kg 54.3 50.80 2.8 0.0161 0.2

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

172.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 353,364.0 9.76 3,448.8 0.4890

3,247.0 0.2660

4,665.5

3,247.0

0.9

1.3

kWh

m3

233.5

0.4000

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第十小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

6

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

柏町１－３１－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分5,384.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 47

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 92

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 93

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

15,862.8 45.00

□ L 0.0 36.70

713.8 0.0136 35.6

□ kg 12.0 50.80 0.6 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 1,800.0 39.10 70.4 0.0189 4.9

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

52.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 106,259.0 9.76 1,037.1 0.4890

2,093.0 0.2660

1,821.9

2,093.0

0.6

0.8

kWh

m3

92.5

0.4000

1.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立西砂小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

8

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

西砂町２－３４－２

3

1年未満

0

□■ 1年度分6,567.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 90

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 175

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 177

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

33,225.9 45.00

□ L 0.0 36.70

1,495.2 0.0136 74.6

□ kg 84.8 50.80 4.3 0.0161 0.3

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

101.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 206,697.0 9.76 2,017.4 0.4890

4,411.0 0.2660

3,516.8

4,411.0

1.2

1.8

kWh

m3

175.9

0.4000

2.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立南砂小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

栄町２－２－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分5,273.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 46

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 89

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 90

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

13,935.3 45.00

□ L 0.0 36.70

627.1 0.0136 31.3

□ kg 58.9 50.80 3.0 0.0161 0.2

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

58.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 119,348.0 9.76 1,164.8 0.4890

2,742.0 0.2660

1,794.9

2,742.0

0.7

1.1

kWh

m3

89.8

0.4000

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立若葉台小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

0

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

若葉町1-13-1

0

1年未満

0

□■ 1年度分10,597.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 104

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 202

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 204

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

19.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

28,735.7 45.00

□ L 0.0 36.70

1,293.1 0.0136 64.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

138.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 283,194.0 9.76 2,764.0 0.4890

3,182.0 0.2660

4,057.1

3,182.0

0.8

1.3

kWh

m3

203.0

0.4000

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立幸小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

幸町５－６８－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分6,669.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 51

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 104

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 106

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

13,737.1 45.00

□ L 0.0 36.70

618.2 0.0136 30.8

□ kg 772.4 50.80 39.2 0.0161 2.3

0.0 0.0185 0.0

□ L 4,800.0 39.10 187.7 0.0189 13.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

57.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 118,468.0 9.76 1,156.2 0.4890

3,457.0 0.2660

2,001.3

3,457.0

0.9

1.4

kWh

m3

104.1

0.4000

2.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立松中小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

2

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

一番町５－８－５

3

1年未満

0

□■ 1年度分6,843.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 62

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 125

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 127

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

18.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

15,648.2 45.00

□ L 160.0 36.70

704.2 0.0136 35.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

5.9 0.0185 0.4

□ L 5,200.0 39.10 203.3 0.0189 14.1

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

75.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 155,018.0 9.76 1,513.0 0.4890

3,853.0 0.2660

2,426.3

3,853.0

1.0

1.5

kWh

m3

125.4

0.4000

2.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立大山小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

上砂町１－５－３３

3

1年未満

0

□■ 1年度分5,990.54 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 41

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 80

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 81

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

12,647.7 45.00

□ L 0.0 36.70

569.1 0.0136 28.4

□ kg 123.2 50.80 6.3 0.0161 0.4

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

52.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 106,768.0 9.76 1,042.1 0.4890

2,175.0 0.2660

1,617.5

2,175.0

0.6

0.9

kWh

m3

81.0

0.4000

1.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立柏小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

4

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

柏町４－８－４

0

1年未満

0

□■ 1年度分7,034.25 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 64

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 128

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 129

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

18.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

13,256.7 45.00

□ L 0.0 36.70

596.6 0.0136 29.7

□ kg 168.0 50.80 8.5 0.0161 0.5

0.0 0.0185 0.0

□ L 5,000.0 39.10 195.5 0.0189 13.5

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

84.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 172,828.0 9.76 1,686.8 0.4890

2,695.0 0.2660

2,487.4

2,695.0

0.7

1.1

kWh

m3

128.3

0.4000

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より小学校と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立上砂川小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

上砂町５－１２－２

3

1年未満

0

□■ 1年度分6,286.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 64

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 130

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 131

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

18,695.1 45.00

□ L 0.0 36.70

841.3 0.0136 42.0

□ kg 165.9 50.80 8.4 0.0161 0.5

0.0 0.0185 0.0

□ L 6,550.0 39.10 256.1 0.0189 17.7

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

70.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 144,657.0 9.76 1,411.9 0.4890

2,310.0 0.2660

2,517.7

2,310.0

0.6

0.9

kWh

m3

130.9

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立新生小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

富士見町６－６９－１

1

1年未満

0

□■ 1年度分7,052.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 77

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 149

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 151

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

21.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

31,130.1 45.00

□ L 50.0 36.70

1,400.9 0.0136 69.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1.8 0.0185 0.1

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

79.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 162,890.0 9.76 1,589.8 0.4890

4,477.0 0.2660

2,992.5

4,477.0

1.2

1.8

kWh

m3

149.6

0.4000

3.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第一中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

柴崎町１－３－４

2

1年未満

0

□■ 1年度分8,125.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 78

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 156

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 158

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

19.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

23,045.0 45.00

□ L 0.0 36.70

1,037.0 0.0136 51.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 6,000.0 39.10 234.6 0.0189 16.3

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

88.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 180,353.0 9.76 1,760.2 0.4890

3,184.0 0.2660

3,031.9

3,184.0

0.8

1.3

kWh

m3

156.2

0.4000

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第二中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

曙町３－２９－４６

1

1年未満

0

□■ 1年度分9,160.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 75

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 148

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 151

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

22,963.8 45.00

□ L 50.0 36.70

1,033.4 0.0136 51.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1.8 0.0185 0.1

□ L 3,500.0 39.10 136.9 0.0189 9.5

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

87.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 179,201.0 9.76 1,749.0 0.4890

4,744.0 0.2660

2,921.1

4,744.0

1.3

1.9

kWh

m3

148.8

0.4000

3.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第三中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 51

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

9

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

羽衣町３－２５－６

2

1年未満

0

□■ 1年度分8,980.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 70

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 142

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 143

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

18,786.9 45.00

□ L 0.0 36.70

845.4 0.0136 42.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 6,700.0 39.10 262.0 0.0189 18.2

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

82.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 167,667.0 9.76 1,636.4 0.4890

2,780.0 0.2660

2,743.8

2,780.0

0.7

1.1

kWh

m3

142.3

0.4000

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第四中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

幸町５－４９－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分8,625.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 72

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 147

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 148

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

12,076.4 45.00

□ L 0.0 36.70

543.4 0.0136 27.1

□ kg 6,721.4 50.80 341.4 0.0161 20.2

0.0 0.0185 0.0

□ L 5,000.0 39.10 195.5 0.0189 13.5

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

86.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 176,495.0 9.76 1,722.6 0.4890

2,219.0 0.2660

2,803.0

2,219.0

0.6

0.9

kWh

m3

147.1

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第五中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

上砂町３－２７－１

3

1年未満

0

□■ 1年度分9,149.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 96

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 191

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 193

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

24,455.4 45.00

□ L 400.0 36.70

1,100.5 0.0136 54.9

□ kg 3,227.5 50.80 164.0 0.0161 9.7

14.7 0.0185 1.0

□ L 5,000.0 39.10 195.5 0.0189 13.5

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

112.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 230,338.0 9.76 2,248.1 0.4890

3,982.0 0.2660

3,722.7

3,982.0

1.1

1.6

kWh

m3

191.7

0.4000

2.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第六中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

2

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

泉町７８６－１６

1

1年未満

0

□■ 1年度分8,452.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 72

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 148

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 150

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

17,111.7 45.00

□ L 150.0 36.70

770.0 0.0136 38.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

5.5 0.0185 0.4

□ L 11,500.0 39.10 449.7 0.0189 31.2

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

78.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 161,011.0 9.76 1,571.5 0.4890

3,219.0 0.2660

2,796.6

3,219.0

0.9

1.3

kWh

m3

148.7

0.4000

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第七中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

3

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

西砂町６－２８－３

3

1年未満

0

□■ 1年度分8,735.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 98

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 191

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 194

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

21.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

37,099.2 45.00

□ L 0.0 36.70

1,669.5 0.0136 83.3

□ kg 167.6 50.80 8.5 0.0161 0.5

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

107.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 219,931.0 9.76 2,146.5 0.4890

4,854.0 0.2660

3,824.5

4,854.0

1.3

1.9

kWh

m3

191.3

0.4000

3.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第八中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

4

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

富士見町７－２４－１

1

1年未満

0

□■ 1年度分8,311.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 58

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 113

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 115

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

14,208.9 45.00

□ L 0.0 36.70

639.4 0.0136 31.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

81.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 167,304.0 9.76 1,632.9 0.4890

3,419.0 0.2660

2,272.3

3,419.0

0.9

1.4

kWh

m3

113.7

0.4000

2.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第九中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

5

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

若葉町３－１９－５

0

1年未満

0

□■ 1年度分8,608.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 1

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 69

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 137

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 138

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

16,050.3 45.00

□ L 250.0 36.70

722.3 0.0136 36.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

9.2 0.0185 0.6

□ L 3,900.0 39.10 152.5 0.0189 10.6

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

90.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 184,682.0 9.76 1,802.5 0.4890

2,189.0 0.2660

2,686.4

2,189.0

0.6

0.9

kWh

m3

137.5

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


